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法人化がよい契機に 受保連の強みをより活かす体制づくりを 

一般社団法人となり初めての総会および公開シンポ

ジウムが開催され、新たな一歩を踏み出すことができま

した。受保連は、設立当初から一貫して掲げるねらいを

実現するため、受保連の趣旨に賛同する同志が力を合

わせて地道に活動を続けていく、その基盤固めの重要な

段階にあると考えます。今後の受保連のさらなる発展に

向け、「受保連の強みとは何か」を再考し、強みを活か

しながら積極的に取り組むべきことを検討してみます。 

受保連の強みとは何か   

過去一年間に開催したセミナーの様子を振り返ると、

日本の医療経済や公的医療保険制度における問題を

考えるための話題提供がなされ、また、口演後の質疑

応答や意見交換が以前と比べて活発になり、受保連の

セミナーが「本質的な議論を交わす場」へと成長しつつ

あることを感じます。これはまさに、受保連を設立した 

ねらいでもあり、「日本の公的医療保険制度の課題に

ついて真っ向から議論する機会を提供すること」こそが、

受保連の一番の強みと言えるのではないでしょうか。 

また、医療福祉や医療経済の専門職者だけが参加

する場ではなく、「様々な社会的立場や役割をもつ

人々が一堂に会す場であること」も、受保連だからこそ

実現できる強みであると考えます。それ故に、共に学び、

公的医療保険制度に対する互いの理想や価値観を知

り、議論に繋げることができているのだと思います。 

受保連あるいは個人として公的医療保険制度の存

続に向けた具体的な活動に繋げられるよう、前述の受

保連の強みをさらに強化していく必要があると感じます。

強みをさらに活かすために今できることは何か
日本の公的医療保険制度の存続に向けて、山積 

する課題を一から論じられる場を受保連が提供し、  

具体的な活動に繋げるため、シンポジウムやセミナーの

開催、研究活動等をより活発かつ円滑に継続していけ

るよう事務局機能を充実させる努力が欠かせないことは

言うまでもありません。また、幅広い視点から議論を重

ねるためにも、受保連の趣旨に賛同する会員を募る工

夫も重要になります。 

受保連の目的を実現するため、広報委員会として

は、受保連の趣旨を正しく広く伝える役割を担っている

ことを再認識し、公式サイトや広報誌「受保連NEWS」

のみならず、Facebook等のソーシャルネットワーキング

サービスを積極的に活用することで、受保連の活動を 

周知する機会の拡大を図ります。また、受保連に参加

する糸口としてセミナーは重要であり、定期的に開催す

るということに加え、各セミナーのテーマや内容を検討す

る際には論点がより明確になるよう工夫する必要があり

ます。そして、セミナーや公開シンポジウムの内容、各委

員会の活動内容の情報発信においては、様々な社会

的背景の方にとって読みやすく、かつ問題の核心を突く

ような興味深い内容となるよう一層努めてまいります。 

試行錯誤を重ねながら少しずつ歩みを進めてきた受

保連は、今なお発展途上にあります。受保連の強みを

活かし、公的医療保険制度の存続に向けた具体的な

活動に繋げるため、今できることは何か、会員ひとりひと

りが考え、その思いと努力と協力を最大限活かしていくこ

とが今後の受保連にとって大切ではないでしょうか。 

（一般社団法人受療者医療保険学術連合会 広報委員 川本祐子）
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活動報告 

平成28年度受保連総会・公開シンポジウムの開催 

日時：2016年８月27日（土）15:00ー17:00 

場所：エムプラス カンファレンスホール サクセス 

内容：社会経済と調和した持続的な医療制度を考える 

公開シンポジウムでは、3つの大テーマについて4名の方より話題提供していただきました。 

１．高度先端医療機器（ロボット手術）の医療経済を考える 

松本純夫氏（東京医療センター）より、ロボット  

手術の医療機器として日本での導入が進む、ダビンチ

サージカルシステム（以下、ダビンチ）について、具体的

な価格や研究結果を含めてご紹介いただきました。 

日本におけるダビンチ手術は、薬事承認された2009

年に始まります。開発国である米国に続き、日本は  

世界第二位のダビンチ保有国です。近年にダビンチ  

販売価格が下げられ、開発国であるアメリカでの販売

価格との差（本体価格は1.3倍、必要小物価格は

1.5倍ほど日本の方が高い）が縮められたものの、   

ダビンチが高額医療機器であることに変わりはなく、その

運用のための諸経費も加わります。日本の公的医療 

保険制度の存続が危ぶまれるなか、他の医療技術と同

様に費用対効果評価（増分費用効果比など）は、 

ダビンチにおいても重要性を増しています。しかしながら、

ダビンチのようなロボット手術の経済評価を行った研究

は、国内外問わず少ないという現状があります。機器本

体の償還のほか、消耗品費用や医師、看護師、臨床

工学技士などの人件費等を考慮すると、既に保険適

用されている手術以外へ適用拡大するのは難しいと 

言われています。     

松本氏は、ロボット手術の導入による外科医の負担

軽減の視点などを例に挙げながら、ロボット手術導入に

よる有用性を多角的に評価することが必要であると述べ

られました。 

 フロアとの意見交換 

・内視鏡手術の実績が無いにもかかわらず、ダビンチ 

手術を始めたいという医師たちもいる。しかし、ダビンチ

手術は視覚でも補正できるとはいえ触覚がないため、

トレーニングは必須である。 

・ロボット手術は外科医師としての寿命を延ばすことにも 

有用である。 

・ダビンチ手術が保険適用になった手術は、その有効性

を示す研究成果を豊富に蓄積したのに対し、非適用の

手術は、その有効性の研究成果がまだ乏しいという側

面もある。費用対効果評価は確かに重要であるが、年

間一千万円以上の費用がかかる薬を継続的に使用す

る治療と比べれば、1回のロボット手術でかかる費用は

安いと感じる。外科医師の負担軽減等の効果を考慮

しつつ保険適用を議論してはどうか。 

図１ 1回のダビンチ手術を行う際の諸費用の一例 

（松本氏の資料をもとに受保連が作図） 
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２．高額医薬品（肝炎治療薬）の医療保険のあり方を考える 

四柳宏氏（東京大学医科学研究所先端医療 

研究センター）より、C型肝炎の新旧治療法について、

その歴史観や世界の動向、最新のエビデンスも示しな

がらご紹介いただきました。 

日本でのC型肝炎は、太平洋戦争後の社会不安の

中、麻薬の使用を通じて拡散しました。現在のC型  

肝炎感染者数は100万人以上いる（感染を知らない

まま潜在しているキャリア30万人、感染を知ったが継続

受診していないキャリア25万人、継続受診中のキャリア

50万人）と言われています。ただし、全例登録されるが

んとは異なり、ウイルス感染症の場合は、症例登録が

義務付けられる感染症法が存在していてもその遵守率

は10%程度であるため、疫学的情報はあくまで「推定」

として捉える必要があります。 

2014年9月から日本でも高額医薬品を用いる経口

型治療が受けられるようになりました。それ以前は、イン

ターフェロン治療が行われていましたが、長期間の通院

を余儀なくされ、かつ副作用が必発すること、自覚症状

が軽くその必要性を感じないなどの理由から、通院中の

うちインターフェロン治療を受けたのは1割に過ぎないと 

いう報告があります。インターフェロンを使用しない新治

療は、一日一回の内服で従来の治療法と効果が変わ

らず、慢性肝炎の自覚症状が改善され、とりわけ初期

の肝硬変がある方のQOLの改善が良いことが研究に

よって示されています。こうしてC型肝炎が治癒した方

は、心身両面で活動意欲が向上し、社会参加の機会

が増えるなどの副次的効果も期待できます。薬自体は

高価であっても、障害に要する医療費や生産性低下が

補填できるということや世界で年間40万人がC型肝炎

で亡くなっている現状を考慮し、新治療法はWHOでも

推奨されています。 

四柳氏は、C型肝炎などのウイルス感染症の治療と

がんの治療は、疾患の自然経過が異なるため、異なる

考え方をしなければならないと述べられました。C型肝炎

を無治療で放置した場合に肝がんになるのは4人に1人

程であり、肝がんになるリスクが高いのは高齢者です。 

高額医薬品を用いた新治療の時期や適用は検討する

必要があることも述べられました。 

 フロアとの意見交換 

・費用対効果が良い医薬品とはいえ、潜在患者数が 

多い場合には、医療財源にも限りがあるためシステム

が回らなくなる可能性も考えられる。この点について

は、優先順位をどのように考えて治療するかという点が

最も大切であると感じる。肝臓がんが迫っている進行し

たC型肝炎の方をスクリーニング（例えば、血小板の

図２ 日本では高額な肝炎治療薬に対するWHOの見解
（四柳氏の資料より抜粋） 



検査など）して医薬品の適用を検討するのが良いの

はないかと考える。 

・まさにこうしたシステム論を臨床現場の医師と受療者 

と行政当局が連携して議論をしながら検討することが 

大切であると感じた。 

・製薬メーカーは、より良い医薬品を受療者に届け、 

現状の治療を少しでも改善できるのではないかという 

望みをもって医薬品の開発に臨む。医薬品の開発の 

シーズを見つけて、臨床治験をして、承認を取得し

て、世の中に出すまでには数千億ほどの経費が掛か

る。また、開発のシーズを見つけてから世の中に出す

までの過程で、シーズは千分の一以下に絞られる。

受療者にできるだけ安い価格で医薬品を提供したい

という思いはあるが、こうした背景も踏まえると、少しで

も良い薬を世に出すために、適正な価格設定が必

要であると感じる。この「適正」をどのように考えるか

は、議論が必要だと思う。 

３．医療の持続的な発展に向けた給付と負担の調和を考える 
近藤太郎氏（東京都医師会副会長）より、「より

良い医療を提供するために」というテーマのもと、医療情

報提供のあり方やMindsでの取り組み、Choosing 

wiselyの考え方などについてご紹介いただきました。 

近藤氏は、個々の患者が、一回のサイト閲覧で必

要な情報に辿り着くことは容易ではない点を指摘してい

ます。そして、患者や家族にとっては正しい情報源とな

り、医療者にとっては説明用資料や生涯学習資材とし

ても活用できる、情報のプラットフォームを構築する必要

性についても述べられました。その取り組み例として挙げ

られた公益社団法人日本医療機能評価機構が運営

するMindsは、患者と医療者が、十分に科学的合理

性が高いと考えられる診療方法の選択肢について情報

を共有し、最善の診療方法を選択できるよう情報面か

ら支援するためのサイトです。Mindsでは、診療ガイドラ

インや解説等を無料で閲覧することができます。 

こうしたガイドライン等の活用に関連して、近藤氏は

ポリファーマシーの問題を例示しながら、「医療における

賢明な選択 Choosing wisely」の重要性について

強調しました。近年、複数の診療科にかかり多剤処方

される患者の薬剤を、かかりつけ医が一元管理しようと

いう流れがあります。ポリファーマシーとは、単に処方され

る薬の数が多いことを問題視するものではなく、多剤処

方による有害事象を減らすことを重要視します。たとえ

種類が多くても、その処方内容が適切であればポリ

ファーマシーではありません。患者にとって過不足のない

医療を提供するよう、かかりつけ医が必要な薬剤を厳

選して処方する判断を下すことが大切ですが、患者や

家族がそれを望まないこともあります。この状況を解決す

るためには、専門家を代表する学会の後ろ盾が不可欠

であり、また、診療に関する知識を若い医師や一般向

けに公表する役割を学会が担うことも重要であると述べ

られました。こうした役割を学会が担うこと自体が

Choosing wiselyの始まりであり、かかりつけ医は学会

等で推奨されたガイドライン等の活用の仕方を患者と一

緒に考えながら助言する役割を担うことが望まれます。 

最後に近藤氏は、地域包括ケアの要としてかかりつ

け医の役割がますます多様化している点を挙げました。

そして、東京都医師会として、中高生を対象に国民皆

保険制度や医療機関へのかかり方について啓蒙活動

することなどを通じて、国民皆保険制度を守る機運を高

めたいと述べられました。

図３ Mindsについて（近藤氏の資料より抜粋） 



斉藤幸枝氏（一般社団法人全国心臓病の子ども

を守る会）より、「患者の望む医療―こども医療を中心

としてー」について、小児医療における医療費負担を例

に挙げながらお話しいただきました。 

2016年現在の日本の公的な医療費助成制度につ

いて、その要件や助成内容、自己負担額などを具体的

に紹介いただきました。国の助成制度としては高額療

養費制度のほか、指定難病や小児の特定疾病に対す

る助成制度などがありますが、自治体によっては乳幼児

や重度心身障害者などを対象とした医療費助成制度

があります。 

こうした公的な医療費助成制度を利用することで自

己負担額を減らすことはできるものの、長期にわたり治

療を継続する方やそのご家族には、経済的および社会

的な負担が重くのしかかることを斉藤氏は示されました。 

例えば、小児が手術および手術前後の検査を目的とし

て入院した場合、医療費以外の経費として、差額室料

やリネン費、交通費、付添家族の宿泊費などが挙げら

れ、また、仕事を休んだり患児の兄弟姉妹を周囲の人

に預けたりするための調整や費用負担なども必要になり

ます。 

斉藤氏は、患者の望む医療として、日本の公的医

療保険制度を堅持することを切に訴えられ、特に未来

を担う子供の医療費は社会が負担することによって  

適切な時期に適切な医療が受けられるようにすることを

強調されました。 

最後に、斉藤氏は「支え合い、幸福を共有できる 

社会」を目指すため、社会全体として健康増進や疾病

予防施策を強化する、延命のみの治療希望者への 

高負担を検討する、自己決定しながら健康管理する

患者が増加するよう患者会の役割と必要性を述べられ

ました。

 

受保連第七回セミナーの開催 

日時：2016年６月16日（木）18:30-20:30 

場所：ベルサール神保町 ルームＣ 

講師：高橋 和久 氏（順天堂大学） 

内容：内科系医師の技術評価と高額医薬品の現状と問題点 

高橋和久氏より、内科医師の技術評価と診療報酬

に関する話題と高額医薬品の現状と課題に関する2つ

の話題提供がなされました。 

1．内科医師の技術評価と診療報酬 

 高橋氏は、現行診療報酬体系における内科系技術

評価の問題点として、問診や身体診察、さらに疾患・ 

 

 

 

 

 

病期・重症度を診断して治療方針を決定する過程が

評価されていないこと、患者や家族への説明と同意

図４ 公的医療費助成について（斉藤氏の資料より抜粋） 



（意思決定支援）が評価されていないこと、内科系

治療の中核である薬物療法において処方技術が十分

に評価されていないことなどを挙げています。また、診療

報酬体系では薬物等の「物」を使用する医療行為を評

価する傾向にあり、「人（医師の専門的技術）」に対

する評価が不十分である点も、従来から指摘されてい

ます。平成28年度診療報酬改定においては、内科系

学会社会保険連合（内保連）の基本方針として、従

来の「物（薬剤、材料、機器類）評価」から「人（専

門的技術）評価」への転換を目指していることが強調

されました。具体的には、薬物療法における「処方技

術」評価や「説明と同意」の評価などが例示されました。 

2．高額医薬品の現状と課題

 1回の投与で130万円程の費用がかかる肺がんの新

治療薬を例に挙げながら、高額医薬品の現状と課題に

ついて情報提供がなされました。 

 肺がんに対する安価な既存治療薬と比べて、この高

額な新薬は統計学的に有意に無増悪生存期間を延

長するという結果が出ましたが、この新薬を使用しても

奏功率（効果のある症例の割合）は20%に過ぎない

（生存に対するメリットが少ない）という点が問題となっ

ています。また、有効な患者群を選択するためのバイオ

マーカーが必要ですが、現状では適当な指標が存在し

ません。 

実際にこの新薬を使用する場合には、高額療養費

制度によって受療者の自己負担額はある一定金額以

下に抑えられますが、今後の適応拡大ならびに併用療

法が進むと、医療費をさらに圧迫することが予測されま

す。そのため、高額医薬品を公的医療保険で償還して

よいのか、十分な検討が必要といえます。しかしながら、

「効果は明らかである」とはいえ、費用対効果の検証が

進んでいないという課題があることも指摘されました。 

 一つの新規医薬品が市場に出るまでには、莫大な開

発費用が注ぎ込まれていますが、毎年のように行われる

薬価改定等により薬価が下げられることで、新薬開発

への投資が妨げられ、先端的な医療技術への受療者

のアクセスが抑制される可能性もあります。高橋氏は、

日本と英国との保険償還制度の違いを図示すると共

に、英国のThe National Institute for Clinical 

Excellence（NICE）における医療技術評価に基づ

く薬価の見直しや払い戻し等についても紹介されまし

た。そして、「省くべきは高価のあるものより、ないもの」で

あり、科学的な費用対効果により省くべき検査や治療

薬を判断する必要があることを強調されました。 

最後に、高橋氏は治癒を目指した国内薬剤開発の

推進を保持しながら、薬剤承認や保険償還のあり方に

ついて国民みなで考え、後世に負担をかけない医療を

実現することが大切であると述べられました。

 フロアとの意見交換 

・学会でも費用対効果について考えるようになり、多くの 

医師が問題視するようになってきた。現状では、医学

教育でこうした医療経済に関する内容は扱っておら

ず、卒後教育、とりわけ大学院などの講義に医療経済

の内容を盛り込む方向性は必要だと思う。 

・価格のコンセンサスを得るために重要なのは、薬価の

決め方自体を見直すということと保険償還をどのような

ものに適用すべきかを検討することであると思う。前者

の薬価の決め方を見直す動きは何も始まっていない状

況であると思われ、具体的にどのようにすべきか、現状

では良い答えが見つからない。後者については、厚労

省や中医協の中で既に議論が進められている。 

図5 現行診療報酬体系における医師技術評価 
（高橋氏の資料より抜粋） 



・企業は開発に要した費用を回収したいという思いも  

あるだろうし、受療者はぜひ使いたいという思いもある  

だろう。医療者や行政はその中間の橋渡し役として  

板ばさみにあうこともあるかもしれないが、無駄な薬や 

類似薬など治療薬の費用対効果を厳しい目で科学 

的に評価し、適切な価格をつけるようにすべきであると 

いうことを実感した。 

・企業と医療者では、エンドポイントが違うと思われる。

企業は、株主のためにそれなりの薬価を治療薬につけ

なければならないという事情もある。医療者は、国民

皆保険であることもあり、受療者にやさしく、受療者に

望まれたら治療薬を使用してしまうこともあるだろう。 

国民皆保険を守るためにも、保険償還のところで調整

すると共に、薬価の算定方式の思い切った見直しが必

要だと思う。 

・2016年から患者申出療養制度が導入され、国内 

未承認あるいは保険適用外の医薬品や医療機器で

あっても全額自己負担すれば、保険適用のものと  

併用できる仕組みができた。今後、効果があっても高

額なため保険適用から外される状況が生じると、患者

側に医療アクセスの格差が生じる恐れもある。こうした

懸念を考慮しても、ヨーロッパで多くみられるように、 

日本でも費用対効果をみるのが良い方法であり、それ

以外にも方法はあると思われる。 

・保険医は公的医療資源を使い、国民の健康福祉を

改善していく使命があるが、現状では国民皆保険を 

守るために医療経済を意識して処方する医師はあまり

いないと思われる。少しでも効果がよく出るならば、高

（高橋氏の資料より抜粋） 

図6 高額治療薬を使用するにあたり患者選択を必要とする社会的背景について 

患者選択 



額であっても使ってあげたいという医師が多いと思われ

るし、受療者も様々な情報を入手し、エビデンスが明

らかになっていない薬であっても使ってほしいと頼まれる

こともある。 

・「医療費」を単純に表現すると、医療者が提供する医

療を患者が購入するかどうかというものであろう。医療

提供時にかかる費用として、医療機器・薬・医療材料

等の値段など、企業の利害に関わることが医療費に影

響する。また、外保連や内保連などで検討される医療

技術料や検査費用、人件費など、医療者側の要求

も医療費に影響する。これまで医療者側の要求に対

して触れることはあっても、企業の利害が医療費に影

響する点についてあまり触れられてこなかったため、今

後は、医療者側の問題、企業の利害の問題、患者

側の問題について整理されていくとよいと思われる。 

・これまで医療機器や医薬品など（もの）はアンタッチャ

ブルな領域であったため、それ以外の部分で医療費が

検討されてきた。医療技術を正当に評価してほしいと

いう医療者側の要求が増え、企業も開発費用を回収

しようと活動をしており、いずれも医療費の総和を増や

す方向に働いている。国全体のことを考えると、全ての

総和によって成り立つ医療費を抑えるためには、一方

だけを抑えるのではなく、問題意識を共有して、どこを

減らしていくかという話し合いを皆でする機会が必要で

ある。しかしながら、これまで各々の立場が一緒に考え

る機会がなかった。 

・内科治療に関わる薬や技術料の総和も示すことも大

切であるが、現状は有効でない技術や医療費を高騰

させる検査の見直しを図り、保険適用の取り下げを申

請するような活動を行っている。 

・限られた財源の中でやりくりすることを考えると、一方を

増やせば一方を減らさなければならない。しかし、限ら

れた財源でやりくりするという前提が最良であるのかとい

う点も議論しなければならない。需要に合った適切な

財源を獲得しなければならないのではないか。医療の

場合、医療を享受した者と費用を負担する者が直結

していないため、財源を拡げることが難しい。この現状

を鑑みると、しばらくは限られた財源の中での配分を検

討する議論にならざるを得ないとも思う。 

・一つの省庁だけでは財源を操作することなどできず、 

限られた財源の中で価格を下げることしかできない。 

省庁を超えた議論をしなければならないと思う。また、

国民全体が社会負担を問題として認識し、国民皆で

議論することが大切である。 

・「寝たきり10年よりもピンピン3年の方が良い」という若

者の意見もある。こうした人たちの意見も吸い上げるた

めにも、広く意見を求め、議論する必要があると考え

る。持続可能な公的医療保険制度を守るため、いくら

まで払うかという上限の額がポイントになると思うが、患

者団体としてもしっかりと考えていきたい。 

・イギリスでの薬価の決め方が必ずしも上手くいっている

わけではなく、日本のやり方も悪いわけではない。単に

イギリスのNICEを日本に導入するのではなく、日本

バージョンのやり方でなければならないと思う。 

・製薬会社としては、適正使用・適正薬価を求めたい。 

・問題意識をもつ医師は思う以上に存在し、費用対効

果を検討するエビデンスを個人的研究として取り組もう

とする医師はいる。 

・医療経済的視点を持つべきであるという点はコンセン

サスが得られていると思う。費用対効果を検討する会

を始めて、実績を重ねていくことも大切であると思う。 

・限られた財源を抑える一つの方法として、治療薬を適

正使用することが挙げられる。しかし、添付文書が曖

昧な表現になっていることが多く、拡大解釈で使われて

いるケースも少なくない。臨床試験をきちんと行い、エビ

デンスに基づき使用することが大切であると思う。 



会員コラム 

 看護サービスの値段  

    井部 俊子    

 国民健康保険など公的医療保険が適用されるサービ

スの価格を「診療報酬」といいます。診療報酬には  

「医科診療報酬」「歯科診療法報酬」「調剤報酬」の 

3 種類があり、医療行為のひとつ一つに価格が設定され

ています。それらの価格の一覧表が「診療報酬点数表」

で、1点が 10円です。保険診療の中身と範囲を決めて

いるのは中央社会保険医療協議会（中医協）で2年

に 1回改定しています。 

 診療報酬には「基本診療料」と「特掲診療料」の他に

薬剤や医療機器、材料など「もの」の価格が加わります。

外来受診や入院時の基本的な診療、看護などを一括

して評価する点数は基本診療料に含まれる基本    

メニューです。入院基本料の算定には病院として備える

べき５つの条件があります。それらは、①入院診療計画

を作り説明すること、②院内感染防止対策を取ること、

③医療安全管理体制が整えられていること、④褥瘡対

策を取ること、⑤栄養管理体制を整えることです。 

 看護サービスの対価は、主としてこの入院基本料に 

含まれます。入院基本料は病棟や医療機関の種類に

応じて点数が設定されています。入院基本料は「看護

配置」によっても点数が違います。看護配置とは、患者

の数に対する看護師や准看護師など看護職員の比率

と配置人数のことで、一人が受け持つ患者数が少ない

ほど、入院基本料は高くなります。看護職員1人が平均

7 人の入院患者を受けもっている場合を「７対１入院

基本料」といいます。他にも「10 対１」「13 対１」  

「15 対１」という設定があり、この情報は病棟に掲示 

することになっています。つまり、同じ病気でも入院した 

医療機関やどんな病棟に入るかによって費用は違うので

す。 ちなみに一般病棟７対１入院基本料は 1591

点／日／人です。 

 ７対 1 入院基本料をとるには重症度の高い患者が 

一定の割合以上、入院している必要があります。そのた

め「重症度、医療・看護必要度」を用いた測定を病棟の

看護師は、毎日行っています。平成 28 年度診療報酬

改定では、A項目には 2項目の追加、B項目には新た

に「診療・療養上の指示が通じる」「危険行動」の 2 項

目が追加され、さらに「C 項目」として「手術等の医学的

状況」に関する 7 項目が追加されました。基準を満たす

患者割合が 15％から 25％に引き上げられ、現場に 

波紋をもたらしています。 

 私は、病院看護師が毎日せっせと当局に報告している

ビッグデータが、当該病棟のサービスや経営に資するよう

フィードバックされるとよいと思うのです。 

井部 俊子（いべ・としこ） 

1969年聖路加看護大学卒業。聖路加国際病院勤務を 

経て87年より日本赤十字看護大学講師。聖路加国際病院

に復職し看護部長・副院長を歴任。2003年より聖路加  

看護大学教授、04年より16年3月まで学長。2016年4月

より特任教授。博士（看護学）
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